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日本応用地質学会は，会員相互の交流とその有機的な連携に基づく学際的・総合的な調

査・研究および技術開発を行うことによって，応用地質学に関する調査・研究の推進と技

術の進歩普及を図り，もって学術・文化に寄与するとともに，人類のより安全で豊かな社

会の実現へ寄与することを目的としている．この目的を果たすため，アクションプラン（行

動計画）を策定する． 

主担当部門は具体的アクションを検討し，年度事業計画を策定する．また，理事会は年

度事業計画おける具体的アクション及びその実施状況について確認する． 

 

  



日本応用地質学会 アクションプラン 2017（目標と具体的施策）      

Ⅰ．会員の資質向上支援 

Ⅰ-1 学会誌の充実 

多様化する会員等の情報ニーズに応じて，学会誌の内容を充実させ誰もが読みた

くなり，親しみのあるものにする（主担当：編集委員会）． 

Ⅰ-2 研究発表会・シンポジウムの充実 

会員の多くが研究成果を発表できる環境を整備するとともに，新しい話題を企画

し提供する（主担当：事業企画委員会）． 

Ⅰ-3 ホームページなど情報発信機能の充実 

ホームページを適宜更新し，本学会および関連学協会の最新情報を提供する．ま

たニューズリストを活用し，タイムリーなニュースやトピックスを会員に発信す

る（広報・情報委員会）． 

 

Ⅱ．学術・技術の進歩への貢献 

Ⅱ-1 基礎的な研究の継続 

学術団体として，基本である応用地質学に関する基礎研究を継続して行う（主担

当：各研究部会）． 

Ⅱ-2 研究教育部門の充実 

実務レベルの研究・教育を担う研究教育部門を充実させる（主担当：研究企画委

員会，応用地質学教育普及委員会）． 

Ⅱ-3 応用地質技術者の育成 

応用地質技術者育成のためのサービスを充実させる（主担当：応用地質学教育普

及委員会）． 

 

Ⅲ．社会への貢献 

Ⅲ-1 災害時緊急対応と速報の発信 

発災時には，学会をあげて対応できるよう体制を整備する（主担当：理事会）． 

Ⅲ-2 一般市民への啓発・普及活動 

一般市民への啓発・普及活動や安全な地域社会へ向けての提言を行う（主担当：

各支部）． 

 

Ⅳ．学会基盤の強化 

Ⅳ-1 会員の確保 

会員減少に対応するための多面的な施策を実行する（主担当：総務委員会）． 

Ⅳ-2 国際活動の活性化 

国際委員会を中心に，国内外の情報発信を活発化する（主担当：国際委員会）．

 


